
 

「全国世論調査の現況（令和４年版）」の対象となる調査について 
 

本照会に該当する調査は、下記に示す条件を全て満たすものとしています。 

これらの条件に該当するか否かはっきりしない場合は、該当するものとみなしてご回答ください。 
 

【照会対象となる調査の条件】 

１．調査主体として企画、実施したものであること。委託を受けて実施した調査は除きます。 

２．個人を対象とする調査であること 

※世帯や事業所を対象とする調査（世帯内、事業所内の誰が答えてもよい調査）は除きます。た

だし、抽出単位が世帯や事業所であっても、世帯主、事業主など特定属性の人を調査対象（回

答）者と決めていれば、個人を対象とした調査とします。 

３．調査対象者（母集団）の範囲が明確に定義されていること 

※不特定多数の者に無秩序に調査票を配布した調査は除きます。不特定多数の個人を対象とし

たインターネット調査、及びあらかじめ登録している民間のモニターに対する調査は除きま

す。 

４．意識に関する調査であること 

※意見、要望、不満、知識、関心、判断、評価、態度等に関して主に調査したものであり、視聴

率、睡眠時間、運動状況など客観的事実や実態のみを調査したものは除きます。 

５．対象者数（標本数）が500人以上であること 

※回答者数（有効回収数）は500人未満でもかまいません。また、事前に設定した回収数に達す

るまで回収を行った調査は、その回収数（標本数）が500人以上であれば該当とします。 

６．調査項目数（質問数）が10問以上であること 

※実態に関する質問、性、年齢等もそれぞれ１問として数えてください。特定の回答をした一部

の回答者を対象として続けて行った分岐の質問は、それぞれ１問として数えてください。 

※下記のようなマトリクス表形式での質問は３問とします。 

 

 

 

 

 

７．調査票や質問紙を用いた調査であること 

※対象者一人に１票の調査票を用いていなくても、電話法など、基本調査票により同一質問を

個々に行った場合も含まれます。また、集団記入法以外の集団面接法は除きます。 

８．令和３年４月１日から令和４年３月３１日の間に実施した調査であること 

【大学等、地方公共団体の方へ】 

大学、大学共同利用機関法人にあっては、当該学部を含む全学部及び学部から独立している研究

所等についても、ご回答くださるようお願いします。 

地方公共団体（都道府県、市及び特別区）にあっては、それぞれ教育委員会及び選挙管理委員会

についても、ご回答くださるようお願いします。 

 

また、下記の①または②の条件に該当する調査の場合は、全質問の回答割合が分かる“質問文付きの

単純集計結果”または“調査報告書”のご提供を併せてお願いしております。 
 

【“質問文付きの単純集計結果”または“調査報告書”のご提供をお願いする調査】 

①．対象者数（標本数）が1,000人以上で回収率が50％以上の調査 

②．回収数が1,000人以上で回収率が50％以上で、実施主体が「政府機関・政府関係機関」 

「都道府県」の調査 

※“質問文付きの単純集計結果”は、次ページの「例」も合わせてご確認ください。 

※“質問文付きの単純集計結果”または“調査報告書”のご提供をいただいた調査のうち、「調

査対象者及び調査事項に一般性があるもの」、「無作為抽出または全数調査によるもの」の

いずれかに該当する調査のうち一部の調査については、内閣府ホームページに調査の全質問

の回答詳細を掲載します。 

質問●：次のア～ウの事柄について、どのように思いますか。

 ア．○○○○   １．そう思う　　　２．どちらかとも言えない　　　３．そうは思わない

 イ．△△△△   １．そう思う　　　２．どちらかとも言えない　　　３．そうは思わない

 ウ．□□□□   １．そう思う　　　２．どちらかとも言えない　　　３．そうは思わない



 

 

「質問文付きの単純集計結果」の例 

 
【対象となる調査は、以下のいずれかにか該当する調査】 

①対象者数（標本数）が1,000人以上で回収率が50％以上 

②回収数が1,000人以上で回収率が50％以上で、実施主体が「政府機関・政府関係機関」「都道府県」 

 

社会意識に関する世論調査 

令和３年12月 
 

問１． 「国を愛する」という気持ちについてうかがいます。あなたは、他の人と比べて、「国を愛する」という

気持ちは強い方だと思いますか。それとも、弱い方だと思いますか。（○は１つ） 

（9.5） １． 非常に強い 

（42.1） ２． どちらかといえば強い 

（38.8） ３． どちらともいえない 

（7.2） ４． どちらかといえば弱い 

（1.6） ５． 非常に弱い 

（0.8）  無回答 

 

 

 

問４． あなたは、日頃、社会の一員として、何か社会のために役立ちたいと思っていますか。 

それとも、あまりそのようなことは考えていませんか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

問５． 何か社会のために役立ちたいと思っているのはどのようなことですか。（○はいくつでも） 

（ｎ＝1,144） 

（19.1） １． 子ども会、自然体験活動の指導、読書活動の推進など青少年健全育成に関する活動 

（13.1） ２． スポーツやレクリエーションの指導、学校でのクラブ活動における指導など体育・スポ

ーツ・文化に関する活動 

（27.0） ３． 自主防災活動や災害援助活動 

（10.4） ４． 公民館の託児ボランティア、博物館のボランティアガイドなど公共施設での活動 

（7.5） ５． 料理、英語、書道など人々の学習における指導、助言、運営協力に関する活動 

（7.3） ６． 通訳、難民援助、技術援助、留学生援助など国際交流や国際協力に関する活動 

（31.4） ７． 高齢者・障害者・子どもに対する身の回りの世話、介護、食事の提供、保育など社会福

祉に関する活動 

（13.5） ８． 病院ボランティアなど保健・医療・衛生に関する活動 

（38.2） ９． 環境美化、リサイクル活動、牛乳パックの回収など自然・環境保護に関する活動 

（24.9） １０． 子どもの登下校時の安全監視など交通安全に関する活動 

（17.9） １１． 募金活動、チャリティーバザー、食品や衣服などの寄付活動 

（14.8） １２． 冠婚葬祭のお手伝い、町内会や自治会、防犯や防火活動などの地域活動 

（21.9） １３． 家事や子どもの養育を通して 

（41.3） １４． 自分の職業を通して 

（3.0） １５． その他 

（1.0）  無回答 （M.T.＝292.2） 

※ M.T.とは、回答者が複数の回答をすることができる質問で、回答数の合計を回答者数で割った比率 
 

（63.9） １． 思っている →問５へ 

（35.1） ２． あまり考えていない →問６へ 

（1.0）  無回答 →問６へ 

問２～問３は略 



（ １／３ ） 
複数の調査を回答する場合は（当該ページ／全ページ）と記入してください。 

 

「全国世論調査の現況」 照会票 

機 関 名 称  □□□□市 
機関の窓口となる 

担当部課名 
広報広聴課 

ア）不明な箇所があった場合の問合せ窓口とな

る部課名、連絡先などを記入してください。 

イ）メールでの照会内容の確認をご希望の場合

は、この照会票の最後にある【メールアドレ

ス】にご記入してください。 
所 在 地  

〒123 -4567   

△△県□□市大手町1-2-3 

ご担当者名 〇〇〇〇 

電  話 012-345-1111（代表） 

 

Ⅰ 令和３年度の該当調査 1 有・☐2 無 ※令和３年４月～令和４年３月の実績  
ウ）別紙「照会へのご協力のお願い」（裏面）で該当

する調査を確認してください。 

                        「有」の場合は、以下の「Ⅱ.調査の内容」をご回答ください。 

Ⅱ 令和３年度に実施した世論（意識）調査の内容 
エ）関連調査でも、対象者・質問内容が異なる場合

は別調査となります。 

１ 調査主題 
(調査の名称) 

〇〇〇〇に関する意識調査  

２ 調査項目 

 
(記入例を参考に、簡潔に

ご記入ください) 

1 現在の生活についての意識 6 行政に対する要望について オ）「調査項目」➡属性以外の質問内容を項目別

（個別の質問ではなく同旨の質問をまとめた質問

群のイメージ）に簡潔に記入してください。 

カ）「総質問数」➡一つの質問内で、表形式（複数の

項目について同様の質問が続くもの）は項目数を

総質問数としてください。また、特定の回答者のみ

に行う分岐の質問も総質問数に含めてください。 

2 今後の生活についての意識 7  

3 生き方・考え方について 8  

4 〇〇制度の認知度について 9  

5 施策に対する評価について 10  

 総 質 問 数    30  問 

３ 調査実施時期 
※令和３年４月～令和４年３月の間に実施した調査が対象です キ）報告書の発行年月ではなく、調査の実施年月と

します。 令和 ３ 年 ７ 月 

４ 対象者 

(母集団) 

地域 

特性 

☐1 全国 ☐4 ２つ以上の都道府県 
7 地域概念に該当し

ないもの 
ク）「7 地域概念に該当しないもの」とは、○○図書

館の利用者、○○大学の学生など、対象者の居

住地域を特定しない場合です。 
☐2 １都道府県 ☐5 ２つ以上の市区町村 ☐8 その他 

（        ） 3 １市区町村 ☐6 １市区町村内の一部の地域 

個人 

特性 

※ 記入例を参照してご記入ください ケ）調査対象者の年齢、職業などの抽出要件を具体

的に記入してください。 □□市内に在住する18歳以上の男女（外国人を含む） 

５ 対象者の抽出方法 1 無作為抽出法 ☐2 全数調査 ☐3 有意抽出法  

６ 対象者抽出台帳 
1 住民基本台帳 ☐3 電話帳 

☐5 その他の台帳

（             ） 
コ）「5 その他の台帳」の場合は（ ）内に具体的に記

入してください。 

☐2 選挙人名簿 
☐4 ２つ以上の台帳

を併用したもの 
☐6 台帳は使用せず 

７ 調査方法 

☐1 個別面接聴取法 ☐5 電話法 サ）「4 その他の個別記入法」、「8 その他」の場合

は（ ）内に具体的に記入してください。 

シ）「2 訪問留置法」、「3 郵送法」、「4 その他の個

別記入法」の場合はインターネットでの回答の可

否についてもお答えください。 

☐2 訪問留置法………ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回答➡☐1可・☐2不可 ☐6 集団記入法 

☐3 郵送法……………ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回答➡☐1可・☐2不可 ☐7 ２つ以上の方法を 

併用したもの 

4 その他の個別記入法 …ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回答➡☐1可・2不可 

（ 郵送配布訪問回収法 ） 

☐8 その他 

（       ） 

８ 標本数、回収数、 
回収率 

標本数 3,000人 回収数 1,892人 回収率 63.1％ 

ス）あらかじめ目標とした標本数に達するまで行った

調査や、結果的に回収した数を標本数とした調査

は、回収数のみ記入してください。 

セ）回収数は有効回収数を記入してください。 

９ 調査委託の有無 
1 有➡ 

調査委託機関の名称 株式会社〇〇〇〇 ソ）集計のみの委託は「2 無」となります。 
☐2 無 

10 同一主題による 
前回調査の有無 

1 有➡ 
前回調査の実施年月 令和２年６月 

タ）調査の名称が変わっても、内容が同じ場合には

「有」としてください。 ☐2 無 

11 調査結果の公表媒体 
1 公表している➡ 

報告書等(名称) 
令和３年度〇〇〇〇に関する

意識調査 
チ）調査の一部のみ公表（計画書に一部のみ掲載

等）の場合は「2 公表していない」としてください。 

ツ）回答時点で公表していなくても定例的に公表す

る場合➡「1 公表している」としてください。 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ 

(URL) 
https://city-xxxx.lg.jp/koho/ 

☐2 公表していない 

12 本調査結果の 
問合せ先 

(外部に公開できる情報に

ついてお答えください) 

問合せ部署名 企画部 情報政策課 テ）本欄は外部に公開できる範囲でお答えください。

公開できる情報がない場合は空欄としてください。 

ト）個人名やメールアドレスは記入しないでください。 

電 話 番 号 012-345-6789 

ホームページアドレス 
(URL) https://city-xxxx.lg.jp/kikakuzaisei/ 

 
メールでの問合せを希望される場合は、ご記入

ください。 

【担当者名】 【メールアドレス】 ナ）本欄にご記入いただいた内容は、照会票の内容確認

のみに使用し、報告書やHPには掲載されません。 

（注） 本照会票をWord版でご希望の場合は、(株)サーベイリサーチセンターのWEBサイトから様式をダウンロードしていただく、もしくは担当のメールアドレスに 

ご連絡をいただければWordファイルを添付して返信いたします。 

≪記入例と記入上の注意≫ 


